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総説‐Review

要　旨

　初期地圧は，地下岩盤開発における地下構造物の建
設・維持の安全性に必要な情報として，これまで測定
されてきている．しかし，過去に実施された測定結果
は非常に貴重なデータにも関わらず，データベース的
な意味でそれらを収集整理した文献は見当たらない．
　本論文では，過去に公表された 75 論文に掲載された
初期地圧測定結果について，初期地圧の値とともに初
期地圧状態の考察において必要と思われる項目（例え
ば，測定位置の被り深さ，岩種など）を収集・整理した．
また，可能な限り測定位置の応力状態が理解できるよ
うに，公表されたデータから三次元主応力とそれらの
方向余弦・6応力成分・水平面内主応力・鉛直応力等
を計算し，データベースとしての視点のもとに一覧表
形式で表示した．

　収録データをもとに，初期地圧と被り深さとの関係，
初期地圧と測定標高との関係，初期地圧と岩級との関
係などについて，岩種を区分（堆積岩，火成岩，変成岩）
して検討を行った．

1. はじめに

　鉱山や炭鉱・地下発電所・石油地下備蓄基地・山岳
トンネルなど，資源・エネルギー・運輸の分野で，地
下資源の採掘・地下施設建設・地下岩盤利用などの地
下開発が行われてきた．開発技術の進展とともに，よ
り深い深度の地下開発が可能となってきている．例え
ば，我が国の高レベル放射性廃棄物地層処分事業では，
処分空洞を地下 300m以深に建設することになってい
る．
　地下空間建設や地下岩盤利用において，地下岩盤に
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作用する初期地圧状態を把握することは，それらの設
計・施工・稼動・安全評価において，欠くことのでき
ない情報である．初期地圧の測定法については，これ
までに種々の方法が考案され，多くの地下施設建設サ
イトにおいて使用実績と改良が積み重ねられてきた．
過去に実施された初期地圧測定結果は，各研究者や各
機関により，学会発表や学術誌等で公表されてきてい
る．我が国での今後の地下空間開発に向けて，これま
でに公表された初期地圧測定結果を収集し，公の共有
の情報としてデータベース化を図ることは意義深いと
考えられる．
　我々は，初期地圧測定法の中で測定値の信頼性が高
い応力解放法で測定され，測定点の被り深さが 100m
以深のものを対象として，文献調査を行い，全 62 地点
（埋設ひずみ法 21 地点，孔底ひずみ法 41 地点）のデー
タを収集した．収集したデータについては，今後の利
活用を考慮して，データベース機能も有するように，
データの整理と収録を行った．また，整理・収録したデー
タに基づき，我が国の地下深部岩盤での初期地圧状態
の一般的傾向を示すために初期地圧に関連すると思わ
れる主要な項目について，それらの関係を示した．
　本論文は 7章から構成され，各章の内容は次のとお
りである．第 2章に，関連する既往研究をまとめた．
第 3章では，埋設ひずみ法と孔底ひずみ法ついて概説
した．第 4章に，調査対象文献と収録項目を説明し，
収録測定地点の位置と収録データ一覧を示した．第 5
章では，整理・収録したデータに基づき，我が国の地
下深部岩盤での初期地圧状態について分析した．第 6
章では，初期地圧に及ぼす各種要因について，既往研
究を参考に例示した．第 7章において，本研究で得ら
れた知見をまとめた．

2. 既往の研究

　初期地圧測定結果に基づき我が国での応力場を評価
した研究は，これまでに以下のようなものがある．
　Kanagawa et al. （1986） は，国内 23 箇所の発電所建
設地点における埋設ひずみ法（第 3章で解説）での測
定結果を報告するとともに，応力値の被り深さ分布・
造構運動との関係を検討した．23 測定地点の被り深さ
は 15～510mの範囲である．この論文では，以下の点
が指摘されている．
　(1)  鉛直応力は，被り圧（岩石の密度と被り深さの積）

と概ね一致する．
　(2)  通常，水平最大主応力は鉛直応力より大きい場合

が多い．
　(3)  三次元最大主応力の方向は，水平方向に近いもの

が多い．
　(4)  水平最大主応力の方向は一等三角測量結果や第四

紀活構造分布から推定される造構応力場と調和的
である．

　Tanaka（1986）は，地震予知研究の一環として西日
本地殻応力測定班が孔底ひずみ法（第 3章で解説）に
より測定した西日本地域の全 24 地点の応力値を報告す
るとともに，応力値の深さ分布，地域性，造構運動と
の関係を検討した．この論文では，以下のような点に
特徴がある．
　(1)  西日本標準応力勾配式が提案された．
　(2)  標準応力勾配式に基づき被り深さ 300mでの応力

値を算出して，応力値の地域的な大小が論じられ
た．

　(3)  水平最大主応力の方位は，震源解析・地殻変動・
活断層から推定される応力場とかなり一致する．

　斉藤ほか（1988）は，彼らが孔底ひずみ法で測定し
た応力値（18 地点）と Kanagawa et al. （1986）の報告
値（23 地点）に基づき，応力値の被り深さ分布，造構
運動との関係，岩盤の粘弾性特性からの検討などを行っ
た．この論文では，次のような傾向が示された．
　(1)  鉛直応力の大きさは，多少のばらつきはあるもの

の，被り圧にほぼ等しい．
　(2)  水平平均応力と鉛直応力の比（平均側圧比）は，

被り深さ 500m以浅では 1前後あるいはそれ以上
のものが多いが，深くなるにつれて 1以下となる．

　(3)  水平最大主応力と水平最小主応力は，どちらも被
り深さとともに増大するが，その傾向には地域に
よって相違が見られる．

　(4)  水平最小主応力の大きさは，自重のみが作用する
弾性岩盤が水平方向に拘束された場合に得られる
関係にほぼ従う．

　(5)  水平最大主応力の方向は，第四紀活動帯の分布か
ら推定される造構応力の方向や一等三角測量結果
から求められた定常的な水平地殻ひずみの方向と
傾向的によい一致を示す．

　Sugawara （1997） は，自らの測定結果と上記 3つの論
文等の測定結果に基づき，新たに次のような傾向を指
摘した．
　(1)  水平最大主応力の方位は，東北日本の東側では概

ね南北方向であるが，西側（中央山岳地域）では
概ね東西方向である．フォッサマグナ以西では，
中央構造線に概ね平行である．

　(2)  水平最大主応力の被り深さ分布図での最大値の包
絡線が，被り深さ 200～300mにおいて急増する．

　金川（1999）は，埋設ひずみ法での測定結果（結晶
質岩石 24 地点と堆積岩 27 地点，測定の多くは被り深
さ 600m以浅）に基づき，初期応力状態の傾向を結晶
質岩岩盤と堆積岩岩盤に分けて検討した．その結果，
初期地圧の一般的な傾向として，次のような特徴を示
した．
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　(1)  鉛直応力は結晶質岩と堆積岩に関わらずほぼ岩盤
の上載圧（被り圧）にほぼ等しい．

　(2)  三次元主応力の大きさのばらつきは，堆積岩岩盤
より結晶質岩岩盤で大きい．結晶質岩岩盤では，
三次元最大主応力と三次元最小主応力の差が大き
い地点がある．

　(3)  最大側圧比は，結晶質岩岩盤・堆積岩岩盤ともに
多くは 0.8～1.8 程度であるが，結晶質岩岩盤では
2～3を超える地点も存在する．

　(4)  軟質な泥岩や砂岩などの地点で被り深さが 200m
程度までの範囲では，岩盤の自重程度の応力がほ
ぼ等方的に生じている場合が多い．

　核燃料サイクル開発機構（1999）は，自らが東濃地
域や釜石鉱山で取得した応力データと文献調査で収集
した鉛直応力と水平平均応力の両方が揃っているデー
タ 49 件から応力値と被り深さとの関係式を導き，次の
ような特徴を指摘した．
　(1)  鉛直応力については，ばらつきが大きいものの，

岩石の単位体積重量を 2.7gf/cm3 とした被り圧で
近似される．

　(2)  平均側圧係数は，深度の増加とともに小さくなり，
1前後に近づく傾向を示す．

　Yokoyama et al. （2003） は，Kanagawa et al. （1986）及
び斉藤ほか（1988）により公表されていたデータに，
彼らが実施した応力解放法による 33 測定データと AE/
DRA法による 35 測定データを追加して，応力状態を
検討した．それまで測定例が少なかった被り深さ 600m
以深において，被り深さ約 1600mまでの測定データが
12 例（応力解放法 2例，AE/DRA法 10 例）追加され
ている．初期地圧の一般的な傾向として，次のような
傾向が指摘されている．
　(1)  鉛直応力は，被り深さの関数とみなすことができ

る．特に堆積岩で直線性がよい．ただし，山岳地
域で被り深さ 100m以浅の測定地点では，被り圧
と比較してより大きい鉛直応力が見られることが
ある．

　(2)  水平応力も被り深さの関数とみなすことができる
が，非線形に増加する．結晶質岩では，堆積岩と
比べ応力値のばらつきが大きい．

　(3)  最大側圧係数は，浅部において 1より大きいが，
被り深さ増加とともに減少する．

　(4)  半数以上の測定地点の水平最大主応力の方位は，
三角測量により得られた地殻歪の方向と概ね一致
している．

　水圧破砕法による応力測定結果に基づき我が国での
応力場を評価した研究には，次のようなものがある．
　Tsukahara and Ikeda （1987） は関東・東海地域の 15 地
点で測定した応力値を報告するとともに，応力値と地
質構造及びプレート運動との関係を検討した．

　塚原・池田（1989）は，堆積軟岩岩盤（密度 24kN/
m3 以下）で測定された応力値を検討し，堆積軟岩岩盤
では応力値は深さの増加とともに単調に増加しており，
その原因が岩盤内に存在する亀裂面での摩擦すべりに
よるとする「臨界降伏応力モデル」を提唱した．
　長（2000）は，文献調査により収集した国内 23 地
点の水圧破砕法による測定データに基づき，次のよう
な特徴を指摘した．
　(1)  軟岩での応力値が岩盤密度と正相関する．
　(2)  硬岩岩盤での応力値の深さ分布には不連続なス

テップ状の増加がみられる．
　Ito et al. （1999）は，従来の水圧破砕試験において
加圧系での亀裂再開口時の圧力変化の数値シミュレー
ションを行い，亀裂再開口圧を用いて算出された水平
最大主応力の大きさには，最大で± 50%の誤差がある
と指摘した．したがって，これまでの水圧破砕法によ
る初期地圧測定結果については，この点での留意が必
要である．

3. 初期地圧測定法

3.1　応力解放法の種類と特徴
　本論文で文献調査の対象とした初期地圧測定法は，
応力解放法を原理とする手法のうちの埋設ひずみ法と
孔底ひずみ法の 2種類である（第 3.1 図）．海外や国内
の一部では応力解放法に分類される孔壁ひずみ法や孔
径変化法の適用例も見られるが，国内では上記 2種類
の方法による測定例が圧倒的に多い．以下に，埋設ひ
ずみ法と孔底ひずみ法の特徴についてその概要を述べ
る．

第 3.1 図　応力解放法の測定概念図
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3.1.1　埋設ひずみ法
　埋設ひずみ法は，柔らかいモールド材に配置された
多成分型埋設ひずみ計を測定用ボーリング孔内にセメ
ントミルクで埋設・固着させ，その後実施する大口径
オーバーコアリングによる応力解放時のボーリング孔
の孔径方向変位，孔軸方向変位および斜め方向変位の
変化を測定するものである．そして，その変化量に対
応する応力を弾性論によって求める．
　この方法の特徴は，ひずみ計を測定用ボーリング孔
内に直接埋設して固着させるため，軟岩から硬岩まで
の幅広い測定対象に適用できること，およびオーバー
コアリングによって回収されたコアに静水圧を作用さ
せてひずみ計それぞれについて岩盤の異方性等も含ん
だ応力変換係数（ひずみ感度係数）を求める点にある．
これらにより，軟岩から硬岩まで同じ手法で，しかも
岩盤特有の異方性がある程度考慮された結果として，
応力の最確値が得られる．
　手法の開発経緯に伴い，次の 2つの方法が順に開発
されている．

［5成分型ひずみ計を用いる方法］
　測定のやり易さと二次元応力の測定を目的として，
金川ほか（1975）により開発された方法である．測定
に用いる多成分型埋設ひずみ計は，測定用ボーリング
の孔径方向 4成分と孔軸方向 1成分の合計 5成分のひ
ずみ計を組み合わせたもので，それを 1セットとして
いる．1測点で孔軸に直交する面内の二次元応力が測
定できる．
　三次元応力を求めるためには，通常 3方向以上の測
定用ボーリングを実施し，それぞれの孔内での方向別
ひずみ測定結果を後述する観測方程式に代入して，応
力の最確値を求める．

［8成分型ひずみ計を用いる方法］
　その後，1測点での三次元応力の測定を目的として，
金川ほか（1986）により開発された方法である．第 3.2
図は 8 成分型埋設ひずみ計の概観図である．ボーリン
グの孔径方向 4成分と斜め方向 4成分の合計 8成分の

ひずみ計が組み合わされている．現在では，前述の 5
成分型はほとんど適用されず，この 8成分型が多用さ
れている．
　ただし，埋設ひずみ法に用いる 8成分型埋設ひずみ
計はその長さが約 30cmと比較的長いため，割れ目間
隔が 40cm以上の良好な岩盤を測定対象として選定す
る必要がある．埋設ひずみ法は我が国で独自に開発さ
れた地圧測定法であり，国内の地下発電所や原子力発
電所の立地調査に多くの実績を残している．

3.1.2　孔底ひずみ法
　孔底ひずみ法は，小口径ボーリング孔の孔底面を研
磨し，孔底面に多成分のひずみゲージがモールドされ
た多素子ゲージを貼付し，その後の大口径のオーバー
コアリングによる応力解放時のひずみから，弾性論に
基づき応力成分を決定するものである．手法の開発経
緯に伴い，以下の 3つの方法が順に開発されている．

［平面孔底ひずみ法］
　Oka et al. （1979） はボーリング孔の孔底を平面状に
平滑に研磨し，そこに貼付した 8素子ゲージを用いて
1つのボーリング孔のみで理論的に 6個の独立な応力
成分を決定できる方法を開発した．しかし，孔底が平
面のため孔軸方向の応力成分に関する測定感度が低く，
これを補強するために 2～3方向のボーリングを追加実
施して測定することを推奨した．

［球状孔底ひずみ法］
　菅原ほか（1984）は，これを改善するために，半球
面状に研磨した孔底に 16 素子ゲージを貼付する球状孔
底ひずみ法を開発した．これにより理論的には 1測点
で三次元応力の測定が可能となり，前記の平面孔底ひ
ずみ法は用いられなくなった．

［円錐孔底ひずみ法］
　その後，小林ほか（1990）は，孔底を円錐に研磨し，
そこに 16 または 24 素子ゲージを貼付する円錐孔底ひ
ずみ法を提案した．球状孔底ひずみ法のように孔底を

第 3.2 図　埋設ひずみ法に用いる 8成分型埋設ひずみ計の外観図（金川ほか（1986））
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球状に研磨するよりも円錐に研磨する方が施工性が良
く，またゲージの接着性も優れていることから，球状
孔底ひずみ法より円錐孔底ひずみ法の適用が多くなっ
ている．
　また，坂口ほか（1991）は，円錐孔底ひずみ法で測
定用ボーリング孔と同一口径のオーバーコアリングを
行うコンパクトオーバーコアリング法を提案している．
第 3.3 図が 16 素子円錐孔底ひずみ計の概要図である．
　これらの方法は，いずれも，多成分のひずみゲージ
がモールドされた柔らかい多素子ゲージをボーリング
孔の孔底に接着するものである．特に，球状孔底ひず
み法や円錐孔底ひずみ法は，ひずみゲージの接着面が
3次元的な形状であるため，1方向のボーリング孔のみ
の測定においても測定の感度が小さくなる方向が無く，
3次元の応力状態を精度よく，効率よく測定すること
ができる．
　一方，多素子ゲージを孔底に接着する作業上の制約
から，接着剤が有効に機能しない軟質な泥岩などを対
象とするときや，下向き孔の孔底でボーリングの掘削
くずが沈殿しそれが完全に除去しきれない場合などで
は，測定が困難となる場合がある．また，同じ応力解
放に対する孔底のひずみ変化は，埋設ひずみ法で測定
対象としている孔径変化に比べて非常に小さい．その
ため，被り深さが浅く応力が小さい場所や非常に硬質
な岩石の場所では，測定ひずみが小さ過ぎて有意な値
として得られない場合がある．

3.2　応力解放法による初期地圧算出方法
　現在用いられている応力解放法に共通する観測方程
式は，求めたい 6応力成分（σX, σY , σZ , τXY , τYZ , τZX）を
未知数とする 6元の連立一次方程式（式（3.1））であ
る．式（3.1）において，｛ ε｝は測定されたひずみ，［B］
は係数マトリックス，｛ σ｝は 6応力成分を表す．

　　｛ ε｝＝［B］｛ σ｝ （3.1）　

　通常は未知数｛ σ｝の数より多くのひずみ｛ ε｝を
測定することになるため，測定数と同数の観測方程式
を 6元連立一次方程式に正規化して未知数を求める．
最小二乗法を用いると，残差方程式は次のように表わ
すことができる．

　　｛ V｝＝｛ ε｝－［B］｛ σ｝ （3.2）　

　残差の平方和が最小という条件は次式のようになる．

　　［B］T｛ V｝＝  0 （3.3）　

　式（3.2）および式（3.3）より，以下の連立方程式
を解いて 6応力成分（σX , σY , σZ , τXY , τYZ , τZX）の最確値
を求める．

　　［B］T｛ ε｝＝［B］T［B］｛ σ｝ （3.4）　

　　｛ σ｝＝［［B］T［B］］-1［B］T｛ ε｝ （3.5）　

4. 文献調査・収集と整理

4.1　調査対象文献
　一般公開されている論文を調査対象とし，計 75 編の
論文から初期地圧測定に関する情報を収集した．調査
対象とした文献を次に示す．
　・ 電力土木　No.161（1979 年 7 月）～No.308 （2003

年 11 月）
　・ 岩の力学国内シンポジウム講演論文集　第 1 回
（1964 年）～第 11 回（2002 年）

　・ 岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集　第 1
回（1962 年）～第 32 回（2003 年）

　・地震学会講演予稿集　1973 年度～ 1989 年度
　・ 地震予知連絡会会報　Vol. 23 （1980 年 2 月）～Vol. 

56（1996 年 8 月）
　・その他

Proceeding of the Third International Symposium on 

第 3.3 図　孔底ひずみ法に用いる 16 素子円錐孔底ひずみ計（坂口ほか（1991））
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Rock Stress RS  KUMAMOTO '03, Kumamoto, JAPAN 
（2003）
応用地質学会　研究発表会　平成 17 年度
応用地質　16 巻 4号（1975 年 10 月）
土木学会  年次学術講演会講演概要集  平成 14 年度
土木学会論文報告集　第 394 号（1988 年 6 月）
京都大学防災研究所年報　第 33 号（1990 年 2 月）
In-Situ Characterization of Rocks, edited by Sharma V.M. 
and Saxena K.R., OXford & IBH Publ.,pp.247-285,
（2002）
地震　第 2輯（1985 年）

　引用した文献一覧を，第 4.1 表に示す．なお，文献
は年代順とし，表中の「地点通し No.」は，第 4.3 表に
示す収録データ一覧の通し番号に対応する．

4.2　収録結果
4.2.1　収録項目
　応力解放法による初期地圧測定に関する既存情報の
収録項目とその説明を，第 4.2 表に示す．なお，応力
値は圧縮を正とする．また，単位は SI単位に統一した．

4.2.2　収録データ一覧と注記事項
　収録データ一覧を，第 4.3 表に示す．
　本論文に収録した初期地圧測定数は 62 例（全 54 地
点）であり，測定法別では埋設ひずみ法による測定が
21 地点（21 例），孔底ひずみ法による測定が 33 地点（41
例）である．
　なお，収録データの扱いについて注記すべき点を次
に述べる．
1）Tanaka（1986）と斎藤ほか（1988）の扱い
　Tanaka（1986）と斎藤ほか（1988）の測定結果に
ついて，表中に記載されている地点のうちいくつか
は重複しており，同一地点でも著者によって数値が
異なっている場合がある．その場合はそれぞれの著
者の解析結果を尊重し，地点番号に「a」，「b」を付
加して両者の数値を記載した．

2）西日本地殻応力測定班の改定値について
　西日本地殻応力測定班による測定結果は，測定が
実施されるたびに地震予知連合会会報に報告されて
いる．小笠原（1984）はこれらの測定作業やデータ
解析の問題点を指摘し，小笠原・中島（1985）はこ
れらの問題点を詳細に検討して測定結果の改定方法
を示した．これに従い，西日本地殻応力調査班（1994）
に総合的に再解析された改定値が示されている．そ
のためここでは，この改定値を収録した．

3）方位について
　方位については真北を原則とした．ただし，不明
なものは真北として扱った．

4）応力値の決定方法について

　第 4.3 表に収録した応力値は次の方法で決定した．
1． 三次元主応力値と方向を論文から転載した．　　
ただし，文献中の記載が東西軸を基準としない場
合（例：建物軸を基準とする場合）は東西軸基準
に変換した．

2．三次元主応力値から 6応力成分を算出した．
3． 鉛直応力値と水平面内主応力値については論文記
載値を収録し，記載されていないものについては
6応力成分から算出した．

4.2.3　初期地圧測定位置及び概要
　本論文に収録した初期地圧測定位置（全 54 地点・62
例）を第 4.1 図に示す．この図に示されるように，初
期地圧測定箇所は本州中央部に多い．
　測定位置の岩石区分は火成岩 30 例，堆積岩 16 例・
変成岩 13 例・不明 3例であり，岩級区分は CM～CL級
1 例・CM～CH級 3 例・CH級 9 例・CH～ B級 8 例・B
級 5例・B～A級 3例，不明 33 例である．埋設ひずみ
法での岩石区分と岩級区分毎の測定事例数を第 4.4 表
に，孔底ひずみ法でのそれを第 4.5 表に示す．孔底ひ
ずみ法での測定では，岩級区分の記載が少ない．
　測定位置の被り深さは，600m以浅が 52 例であり全
体の 84％を占める．被り深さ 600m以深での測定は 10
例で，うち 8例での岩石区分は変成岩（片麻岩・片岩・
ホルンフェルス）である．

5. 収録データの分析

　収録データに基づき，従来指摘されてきた応力状態
の主な傾向，特徴等を考慮して，次の項目に関して分析・
考察を行った．
5.1　 水平最大主応力の方位と地殻水平歪短軸の方位

の比較
5.2　初期地圧と地殻水平歪の関係
5.3　鉛直応力値・水平応力値と被り深さの関係
5.4　三次元主応力値と被り深さの関係
5.5　応力値と測定標高の関係
5.6　三次元応力比と最小主応力の傾斜角の関係
5.7　岩級との相関

5.1　 水平最大主応力の方位と地殻水平歪短軸の方位の
比較

　この節では，初期地圧の水平最大主応力成分の方位
と国土地理院が公表している過去約 10 年間（1994- 
1985）の地殻水平歪のうちの地殻水平歪短軸との比較
を考察する．
　収録した初期地圧測定位置が分布する北海道南西部
から九州にかけての，地圧測定位置とそこでの水平最
大主応力の方向と大きさを説明する．第 5.1 図～第 5.4



第 4.1 表　文献一覧（1/3）



第 4.1 表　文献一覧（2/3）



第 4.1 表　文献一覧（3/3）
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第 4.2 表　収録項目（1/2）
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第 4.2 表　収録項目（2/2）
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第 4.1 図 収録した初期地圧測定位置（全 54 地点，62 例）
 ▲，○，●はそれぞれ測定位置の岩石区分（火成岩，堆積岩，変成岩）を示す．＋は岩石区

分が不明であった測定位置である．

第 4.4 表　埋設ひずみ法での岩石区分と岩級区分
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図の左図に，地圧測定位置とそこでの水平最大主応力
の方向と大きさを示す．測定地点の岩石区分を，火成岩，
堆積岩，変成岩に対応して，それぞれ▲，○，●で表す．
これらの表記がないものは，岩石区分が不明な測定位
置である．第 5.1 図～第 5.4 図の右図には，国土地理院
が公表している過去約 10 年間（1994-1985）の地殻水
平歪データから地殻水平歪短軸が縮みであるものにつ
いて，その方向と大きさを示す．国土地理院より，過
去約10年間（1994-1985）の地殻水平歪データのほかに，
過去約 100 年間（1994-1883）の地殻水平歪データが
公表されているが，後者にはその間に発生した地震や
火山活動による地殻変動が多く含まれている．そのた
め，今回の比較では，地震や火山活動による地殻変動
が少ない前者を採用することにした．なお，国土地理

院の地殻水平歪データは，その期間の歪変化量であり，
歪の絶対量でないことに留意すべきである．以下では，
簡便のため「歪」と記述する．

5.1.1　北海道南西部と東北地方
　北海道南西部で測定された 4事例のうち 3事例の水
平最大主応力の方向は，北北西－南南東である．この
方向は，この地域の北西－南東系の圧縮歪の方向と概
ね一致する．
　津軽半島で測定された水平最大主応力の方向は，北
北西－南南東である．この方向は，この地域で見られ
る南北系の圧縮歪の方向と概ね一致する． 
　秋田県北西部で測定された水平最大応力の方向は，
東南東－西北西である．この方向は，この地域で見ら

第 4.5 表　孔底ひずみ法での岩石区分と岩級区分

第 5.1 図　北海道南西部と東北地方での水平最大主応力（左）と地殻水平歪（右）
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れる南北系の圧縮歪と一致しない．
　北上山地で測定された水平最大応力の方向は，北－
南ないし北北西－南南東である．この方向は，この地
域の南北系の圧縮歪の方向と概ね一致する．

5.1.2　関東地方と中部地方
　関東地方北縁部での測定事例では，水平最大主応力
の方向は東－西系のものが多い．この地域では，圧縮
歪の卓越方向は見られない．
　関東地方西部での測定された水平最大主応力の方向
は，北西－南東系である．関東地方西部では北北西－
南南東の圧縮歪が卓越しているが，地圧測定地点近傍
には東北東－西南西の圧縮歪が見られる．
　岐阜県北部での測定事例からは，水平最大主応力の
方向に卓越方向は読み取れない．この地域では，北西

－南東系の圧縮歪が見られる．
　岐阜県西部で測定された水平最大主応力の方向は，
東－西ないし北東－南西である．この方向は，この地
域の東－西系の圧縮歪の方向と概ね一致する．

5.1.3　近畿地方，中国地方と四国地方
　兵庫県での測定事例からは，水平最大主応力の方向
に卓越方向は読み取れない．この地域では，東－西系
に圧縮歪が見られる．
　紀伊半島中部で測定された水平最大主応力の方向は
東－西系である．この方向は，この地域で見られる東
－西系の圧縮歪の方向と概ね一致する．
　鳥取県西部で測定された水平最大主応力の方向は北
－南である．この方向は，この地域の南北系の圧縮歪
の方向と一致する．

第 5.3 図　近畿地方，中国地方と四国地方での水平最大主応力（左）と地殻水平歪（右）

第 5.2 図　関東地方と中部地方での水平最大主応力（左）と地殻水平歪（右）
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　四国地方の地圧測定地点は中央構造線以南にある．
水平最大主応力の方向に卓越方向は読み取れない．こ
の地域では北西－南東系の圧縮歪が卓越している．

5.1.4　九州地方
　長崎県北部で測定された水平最大主応力の方向は北
東－南西である．この地域では，圧縮歪の卓越方向は
見られない．
　宮崎県北部で測定された水平最大主応力の方向は北
－南である．この方向は，この地域での東－西の圧縮
歪の方向と一致しない．

5.1.5　まとめ
　前節までに，我が国の 14 地域において，水平最大
主応力の方向と地殻水平歪の圧縮軸の方向を比較した．
その結果，両者の方向は一致もしくは概ね一致した地
域は，6地域（北海道西部，津軽半島，北上山地，岐
阜県西部，紀伊半島中部，鳥取県西部）である．両者
の方向が一致しなかった地域は，2地域（秋田県西部，
宮崎県北部）である．水平最大主応力の方向に卓越方
向が認められなかった地域が，3 地域（岐阜県北部，
兵庫県，四国地方）である．地殻水平歪の圧縮軸の方
向に卓越方向が認められなかった地域が，3地域（関
東北縁部，関東地方西部，長崎県北部）である．

5.2　初期地圧と地殻水平歪の関係
　この節では，初期地圧の大きさと測地測量で測定さ
れた地殻水平歪の大きさとの関係を検討する．
　過去約 100 年間（1994-1883）と過去約 10 年間
（1994-1985）の測量結果に基づく地殻水平歪が，国土
地理院によりを公表されている（地震予知総合研究振
興会，1997；国土地理院ホームページ）．数値データ

は国土地理院ホームページから入手可能である．本節
では，地震や火山噴火による影響が少ない過去約 10 年
間（1994-1985）の地殻水平歪を比較に用いる．なお，
国土地理院が測定した歪値はそれらの期間の歪変化量
であり，地殻歪の絶対量ではないことに留意しなけれ
ばならない．初期地圧測定位置を含む三角網を抽出し，
その三角網での地殻水平歪短軸（圧縮歪のみ使用）の
大きさと方位と，初期地圧測定位置での水平最大主応
力の方位と大きさをそれぞれ比較した．両者の方位差
を 15 度毎に区分し，それぞれの頻度数を第 5.5 図に示
す．両者の方位差が 30 度以内のものは，59 例中 17 例
（29％）であった．両者の方向は，必ずしも一致しなかっ
た．
　水平最大主応力の方位と地殻水平歪短軸（1994- 
1985） の方位差が 30 度以内のものについて，両者の大
きさを比べた図を，第 5.6 図に示す．圧縮歪は負で表
されている．グループＫは，同一鉱山での測定例である．
水平最大主応力の大きさと地殻水平歪（変化）短軸の
大きさの間に，特定の関係を確認することはできなかっ
た．
　第 5.5 図と第 5.6 図に示すように，水平最大主応力
と測定位置を含む三角網での地殻水平歪短軸（1985- 
1994）との間に特定の関係は見られなかった．三角
網の 1辺の長さは 10km以上であり，日本の地質構造
を考えれば，三角網内部の地質構造は一様とは考えら
れない．不均質な地質構造により，応力の方位も大き
さも不均一になると考えられる．また，測量により求
められている歪は変化量であり歪の絶対量ではないの
で，両者は相関すべきものでもない．過去約 10 年間の
地殻歪変化量は 1μのオーダーである．岩盤の弾性定
数を仮に 10GPaとすると，地殻歪変化量 1μオーダー
に対応する応力変化量は 10kPaオーダーである．この

第 5.4 図　九州地方での水平最大主応力（左）と地殻水平歪（右）
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値は，実測されている岩盤初期地圧の大きさ（数～数
10MPa）の 100 分の 1 ～ 1000 分の 1 以下の大きさで
しかないことも留意すべきである．

5.3　鉛直応力・水平応力と被り深さの関係
　この節では，鉛直応力および水平応力と被り深さの
関係について検討する．収録した全データを対象に，
鉛直応力 σV，水平最大主応力 σHmax，水平最小主応力

σHmin，水平平均応力 σHave，最大側圧比 σHmax/σV，最小側
圧比 σHmin/σV，及び平均側圧比 σHave/σVと被り深さ hの
関係を第 5.7 図～第 5.13 図に示す．これらの図では，
火成岩（30 データ），堆積岩（16 データ），変成岩（13
データ），岩種不明（3データ）毎にシンボルを変えて
表記する．図中の実線は，岩盤密度を 26kN/m3 とした
場合の被り圧を示す．この被り圧の 0.5 倍，1.5 倍，2
倍，3倍の値を，それぞれ破線，一点鎖線，二点鎖線，

第 5.5 図　水平最大主応力方位と地殻水平歪短軸方位との方位差の頻度数

第 5.6 図　水平最大主応力と地殻水平歪（変化）短軸の大きさの関係（両者の方位差が 30 度以内のもの）
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点線で示す．
　収録したデータの多く（52 データ）は，被り深さ
600m以浅である．被り深さが600mより深いデータは，
10 データ（火成岩 2データ・変成岩 8データ）である．
変成岩 8データのうち，被り深さ 950mの 3データは
同一鉱山での測定であり，被り深さ 1220mの 2データ
と 1560mの 2データも同一鉱山での測定である．

5.3.1　鉛直応力σVと被り深さ hの関係
　鉛直応力 σVと被り深さ hの関係を，第 5.7 図に示す．
鉛直応力 σVには岩石区分による大きな相違は認められ
ず，被り圧程度（被り圧の約 0.5 倍～約 1.5 倍）の値
となっている．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のように表される．火成岩では，堆
積岩と変成岩と比べて，応力勾配が 1割ほど小さく，
相関係数は低下している．
　σV（全データ） ＝ 0.0246 h （相関係数：0.828）
　σV（火成岩） ＝ 0.0226 h （相関係数：0.650）
　σV（堆積岩） ＝ 0.0252 h （相関係数：0.806）
　σV（変成岩） ＝ 0.0252 h （相関係数：0.751）

5.3.2　水平最大主応力σHmax と被り深さ hの関係
　水平最大主応力 σHmaxと被り深さ hの関係を，第 5.8
図に示す．火成岩での水平最大主応力 σHmaxは，被り圧
の約 1倍～約 3倍の値となっている．火成岩では，同
じ被り深さの堆積岩や変成岩での値と比べて，大きな
値が見られる．堆積岩での水平最大主応力 σHmaxは，被
り圧の約 1倍～約 1.5 倍の値となっている．変成岩で
の水平最大主応力 σHmaxは，一例を除いて，被り圧の約

0.5 倍～約 1.5 倍の値となっている．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のようになる．
　σHmax（全データ） ＝ 0.0325 h （相関係数：0.702）
　σHmax（火成岩） ＝ 0.0418 h （相関係数：0.562）
　σHmax（堆積岩） ＝ 0.0285 h （相関係数：0.780）
　σHmax（変成岩） ＝ 0.0282 h （相関係数：0.809）
　全データの場合，被り深さが 900mより大きい 9デー
タ（火成岩 1データ，変成岩 8データ）が，勾配を小
さくしている．
　火成岩及び堆積岩では，被り深さが 600m以浅のデー
タがほとんどである．

5.3.3　水平最小主応力σHmin と被り深さ hの関係
　水平最小主応力 σHminと被り深さ hの関係を，第 5.9
図に示す．被り深さ 600m以浅の水平最小主応力 σHmin

は，岩石区分による大きな相違は認められず，被り圧
程度（被り圧の約 0.5 倍～約 1.5 倍）の値となっている．
被り深さ 900m以深での値（火成岩 1データ，変成岩
8データ）は，被り深さ 600m以浅での傾向を外挿し
た値より小さい．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のようになる．
　σHmin（全データ） ＝ 0.0131 h （相関係数：0.441）
　σHmin（火成岩） ＝ 0.0181h （相関係数：0.629）
　σHmin（堆積岩） ＝ 0.0193 h （相関係数：0.860）
　σHmin（変成岩） ＝ 0.00953 h （相関係数：0.193）
　全データの場合，被り深さ 385mの 1データ（28MPa）
と900m以深の9データ（火成岩1データ，変成岩8デー
タ）が，相関係数を低下させている．変成岩では，被

第 5.7 図　鉛直応力 σVと被り深さ hの関係

第 5.8 図　水平最大主応力 σHmaxと被り深さ hの関係
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り深さ 385mの 1データ（28MPa）が相関係数を大き
く低下させている．

5.3.4　水平平均応力σHave と被り深さ hの関係
　水平平均応力 σHaveと被り深さ hの関係を，第 5.10 図
に示す．火成岩での水平平均応力 σHaveは，被り圧の約
0.5 倍～約 2倍の値となっている．火成岩では，同じ被
り深さの堆積岩や変成岩での値と比べて大きな値が見
られる．これは，火成岩では，同じ被り深さの堆積岩

や変成岩でのその値と比べて，大きな水平最大主応力
σHmaxが見られたことによる（第 5.8 図）．
　堆積岩での水平平均応力 σHaveは，被り圧の約 0.5 倍
～約 1.5 倍の値になっている．
　変成岩での水平平均応力 σHaveは，一例を除いて，被
り圧の約 0.5 倍～約 1倍の値になっている．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のようになる．
　σHave（全データ） ＝ 0.0229 h （相関係数：0.673）
　σHave（火成岩） ＝ 0.0301 h （相関係数：0.630）
　σHave（堆積岩） ＝ 0.0239 h （相関係数：0.840）
　σHave（変成岩） ＝ 0.0189 h （相関係数：0.685）

5.3.5　最大側圧比σHmax/σV と被り深さ hの関係
　最大側圧比 σHmax/σVと被り深さ hの関係を，第 5.11
図に示す．火成岩での最大側圧比 σHmax/σVは，0.7～6.3
の範囲になっており，ばらつきが大きい．最大側圧比
が 2以上と大きい測定地点は，ほとんどが火成岩であ
り，被り深さの増加にともない側圧比の最大値が低下
する傾向が認められる．
　堆積岩での最大側圧比 σHmax/σVは，0.7～2.3 の範囲で，
被り深さ依存性は認められない．
　変成岩での最大側圧比 σHmax/σVは，0.6～1.8 の範囲で，
被り深さ依存性は認められない． 

5.3.6　最小側圧比σHmin/σVと被り深さ hの関係
　最小側圧比 σHmin/σVと被り深さ hの関係を，第 5.12
図に示す．最小側圧比 σHmin/σVは，火成岩では 0.1～3.7，
堆積岩では 0.5～1.6，変成岩では 0.1～1.3 になってい

第 5.9 図　水平最小主応力 σHminと被り深さ hの関係

第 5.10 図　水平平均応力 σHaveと被り深さ hの関係

第 5.11 図　最大側圧比 σHmax/σVと被り深さｈの関係
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る．最大側圧比 σHmax/σVと同様に，火成岩で大きな値
がみられ，値のばらつきが大きい．

5.3.7　平均側圧比σHave/σV と被り深さ hの関係
　平均側圧比 σHave/σVと被り深さ hの関係を，第 5.13
図に示す．平均側圧比 σHave/σVは，火成岩では 0.6～5，
堆積岩では 0.6～2，変成岩では 0.4～1.4 になっている．
最大側圧比や最小側圧比と同様に，火成岩で大きな値
がみられ，値のばらつきが大きい．

5.4　三次元主応力と被り深さの関係
　この節では，三次元主応力と被り深さの関係につい
て検討する．収録した全データを対象に，三次元の最
大主応力 σ1，中間主応力 σ2，最小主応力 σ3 及び平均応
力 σ0について，被り深さ hとの関係を第5.14図～第5.20
図に示す．図中のシンボルと直線は，第 5.7 図～第 5.13
図と同様である．

5.4.1　三次元最大主応力σ1と被り深さ hの関係
　三次元最大主応力 σ1 と被り深さ hの関係を，第 5.14
図に示す．火成岩での三次元最大主応力値 σ1 は，被り
圧の約 1倍から 3倍を超える値となっている．火成岩
では，同じ被り深さの堆積岩や変成岩での値と比べて，
大きな値が見られる．堆積岩での三次元最大主応力 σ1
は，被り圧の約 1倍～約 2倍の値となっている．変成
岩での三次元最大主応力 σ1 は，一例（被り深さ 385m
の 36.8MPa）を除いて，被り圧の約 1倍～約 2倍の値
となっている．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のようになる．
　σ1（全データ） ＝ 0.0378 h （相関係数：0.792）
　σ1（火成岩） ＝ 0.0451 h （相関係数：0.622）
　σ1（堆積岩） ＝ 0.0320 h （相関係数：0.840）
　σ1（変成岩） ＝ 0.0347 h （相関係数：0.849）

5.4.2　 三次元最大主応力σ1 の傾斜角と被り深さ hの
関係

　三次元最大主応力 σ1の傾斜角と被り深さ hの関係を，
第 5.15 図に示す．火成岩では，三次元最大主応力 σ1

第 5.12 図　最小側圧比 σHmin/σVと被り深さ hの関係

第 5.13 図　平均側圧比 σHave/σVと被り深さ hの関係

第 5.14 図　三次元最大主応力 σ1 と被り深さ hの関係
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の傾斜角が 30°以下の事例が多く（30 データ中 23 デー
タ），三次元最大主応力が水平に近い傾向がある．
　堆積岩と変成岩では，三次元最大主応力 σ1 の傾斜角
に顕著な傾向は認められない．

5.4.3　三次元中間主応力σ2 と被り深さ hの関係
　三次元中間主応力 σ2 と被り深さ hの関係を，第 5.16
図に示す．三次元中間主応力 σ2 と被り深さ hの関係値
には岩石区分による相違は認められず，一例（被り深

さ385mの28.1MPa）を除いて，被り圧の約0.5倍～約1.5
倍の値となっている．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のようになる．
　σ2（全データ） ＝ 0.0222 h （相関係数：0.795）
　σ2（火成岩） ＝ 0.0248 h （相関係数：0.665）
　σ2（堆積岩） ＝ 0.0233 h （相関係数：0.892）
　σ2（変成岩） ＝ 0.0206 h （相関係数：0.724）

5.4.4　 三次元中間主応力σ2 の傾斜角と被り深さ hの
関係

　三次元中間主応力 σ2の傾斜角と被り深さ hの関係を，
第 5.17 図に示す．火成岩，堆積岩，変成岩いずれでも，
顕著な傾向は認められない．

5.4.5　三次元最小主応力σ3 と被り深さ hの関係
　三次元最小主応力 σ3 と被り深さ hの関係を，第 5.18
図に示す．被り深さ 600m以浅では，岩石区分による
相違は認められず，一例（被り深さ 385mの 19MPa）
を除いて，三次元最小主応力 σ3 の大きさは被り圧と同
程度かそれより小さい値となっている．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のようになる．
　σ3（全データ） ＝ 0.0102 h （相関係数：0.448）
　σ3（火成岩） ＝ 0.0129 h （相関係数：0.578）
　σ3（堆積岩） ＝ 0.0172 h （相関係数：0.825）
　σ3（変成岩） ＝ 0.00759 h （相関係数：0.291）
　変成岩では，被り深さ 385mの 1 データ（19MPa）
が相関係数を低下させている．

第 5.15 図 三次元最大主応力 σ1 の傾斜角と被り深さ hの関
係

第 5.16 図　三次元中間主応力 σ2 と被り深さ hの関係

第 5.17 図　三次元中間主応力 σ2 の傾斜角と被り深さ hの関
係
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5.4.6　 三次元最大主応力σ3 の傾斜角と被り深さ hの
関係

　三次元最大主応力 σ3の傾斜角と被り深さ hの関係を，
第 5.19 図に示す．堆積岩では，傾斜角が 30°以下の事
例が多い（15 データ中 11 データ）．変成岩でも傾斜角
30°以下の事例が多い（13 データ中 10 データ）．堆積
岩と変成岩では三次元最小主応力の方向は，水平に近
い傾向がある．

　火成岩では，顕著な傾向は認められない．

5.4.7　三次元平均応力σ0 と被り深さｈの関係
　三次元平均応力 σ0 と被り深さｈの関係を，第 5.20
図に示す．火成岩での三次元平均応力 σ0 は，被り圧の
約 0.5 倍～約 2 倍の値になっている．火成岩では，同
じ被り深さの堆積岩や変成岩での値と比べて，大きな
値がある．これは，火成岩では，同じ被り深さの堆積
岩や変成岩での値と比べて，三次元最大主応力 σ1 が大
きいことに起因している（第 5.14 図参照）．
　堆積岩での三次元平均応力 σ0 は，ほぼ被り圧に等し
い．
　変成岩での三次元平均応力 σ0 は，一例（被り深さ
385mの 28MPa）を除いて，被り圧の約 0.5 倍～約 1
倍の値になっている．
　参考までに，被り深さ hとの関係を，原点を通る直
線で近似すると次のようになる．
　σ0（全データ） ＝ 0.0234 h （相関係数：0.791）
　σ0（火成岩） ＝ 0.0276 h （相関係数：0.676）
　σ0（堆積岩） ＝ 0.0242 h （相関係数：0.884）
　σ0（変成岩） ＝ 0.0210 h （相関係数：0.772）

5.5　応力値と測定標高の関係
　初期地圧が地下の造構応力に関連しているとすれ
ば，初期地圧の大きさは測定標高と相関する可能性も
考えられる．この節では，収録した全データを対象に，
鉛直応力 σV，水平最大主応力 σHmax，水平最小主応力
σHmin，三次元最大主応力 σ1，三次元中間主応力 σ2，及
び三次元最小主応力 σ3 について，標高との関係を検討

第 5.18 図　三次元最小主応力 σ3 と被り深さ hの関係

第 5.19 図 三次元最大主応力 σ3 の傾斜角と被り深さ hの関
係

第 5.20 図　三次元平均応力 σ0 と被り深さ hの関係
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する（第 5.21 図）．前節までに述べたように，応力の
大きさは被り深さとともに増加する傾向があるので，
第 5.21 図では被り深さ 100m毎にシンボルを変えて表
す．○，△，●，▲，●，▲はそれぞれ，測定地点の
被り深さ 100－200m，200－300m，300－400m，400－
500m，500－600m，600m以深を示す．
　収録した初期地圧測定地点の測定標高は -245m～
+1,054mの範囲にあり，ほとんど海抜 0m以上である．
測定事例数が少なく信頼性は乏しいが，被り深さ 500m
より大きい測定地点での水平最大主応力 σHmax，水平最
小主応力 σHmin，三次元中間主応力 σ2 には，標高が高く
なるにつれて，応力の大きさが小さくなるようにも見
える．これ以外については，応力の大きさと標高に相
関は認められない．

5.6　三次元主応力比と各主応力の傾斜角の関係
　この節では，三次元主応力の比に注目して，各主応
力の傾斜角を検討する．三次元最大主応力と三次元最
小主応力の比 σ1/σ3（主応力比）が 3以上の測定位置と

3より小さい測定位置に分類して，三次元最大主応力，
三次元中間主応力及び三次元最小主応力それぞれの傾
斜角と被り深さの関係を第 5.22 図～第 5.24 図に示す．
　主応力比が大きい σ1/σ3 ≧ 3 の場合，第 5.22 図に示
すように，被り深さ 600m以浅では，20 データのう
ち 17 データ（86%）で，三次元最大主応力の傾斜角は
30°以下であり，三次元最大主応力は水平に近いものが
多い．また，第 5.24 図に示すように，被り深さ 600m
以浅において，20 データのうち 14 データ（70%）で
三次元最小主応力の傾斜角は 40°以上であり，三次元
最小主応力は高角のものが多い．
　主応力比が小さい σ1/σ3 ＜ 3 の場合，第 5.24 図に示
すように，被り深さ 600m以浅では，30 データのう
ち 18 データ（60%）で，三次元最小主応力の傾斜角は
30°以下であり，三次元最小主応力が水平に近いことが
多い．
　被り深さ 800m以深の 9データはすべて最大主応力
と最小主応力の比 σ1/σ3 は 3 以上である．

第 5.21 図 鉛直応力 σV，水平最大主応力 σHmax，水平最小主応力 σHmin，三次元最大主応力 σ1，三次元中間主応力 σ2，及び三次
元最小主応力 σ3 と測定標高との関係．○，△，●，▲，●，▲はそれぞれ，被り深さ 100－200m，200－300m，
300－400m，400－500m，500－600m，600m以深である．
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5.7　初期地圧と岩級の関係
　この節では，測定位置岩盤の岩級区分に注目して，
初期地圧状態を検討する．測定位置岩盤の岩級を「CH

超」と「CH以下」の 2つに分類した．測定位置岩盤の
岩級区分「A～B」・「B」・「B～CH」・「CH以上」を「CH超」
に，岩級区分「CH」・「CH～CM」・「CM～CL」を「CH以
下」に分類した．データ数は，「CH超」が 16，「CH以下」
が 13（そのうち 1データは水平応力のみ）である．岩
級の情報がないものは除外した．
　以下では，「CH超」及び「CH以下」での応力状態の
傾向について比較するが，これらの結果は同一地点で
の岩級の違いによる比較ではないことに留意する必要
がある．

5.7.1　鉛直応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の鉛直応力の深さ分布を，第 5.25
図に示す．この図に示されるように，鉛直応力は岩級
による相違が認めらない．
　参考までに，鉛直応力に対して，被り深さｈとの関
係を原点を通る直線で近似すると，次のようになる．
　σV （CH超） = 0.0234 h （相関係数：0.850）（点線）
　σV （CH以下） = 0.0218 h （相関係数：0.822）（一点鎖線）

5.7.2　水平最大主応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の水平最大主応力と最大側圧比

第 5.22 図 三次元最大主応力の傾斜角と被り深さの関係
（全データ，主応力比による分類）

第 5.23 図 三次元中間主応力の傾斜角と被り深さの関係
（全データ，主応力比による分類）

第 5.24 図 三次元最小主応力の傾斜角と被り深さの関係
（全データ，主応力による分類）
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の深さの関係を，第 5.26 図に示す．この図に示される
ように，被り深さ 600m以浅では，岩級区分「CH超」
での水平最大主応力と最大側圧比は，同じ被り深さの
「CH以下」でのそれぞれより大きい傾向がある．
　最大側圧比は「CH超」では 3.1～0.6，「CH以下」では 2.3
～0.7 である．
　参考までに，水平最大主応力値に対して，被り深さ
ｈとの関係を原点を通る直線で近似すると，次のよう
になる．

　σHmax（CH超）　= 0.0307 h （相関係数：0.341）（点線）
　σHmax（CH以下）= 0.0280 h （相関係数：0.458）（一点鎖線）

5.7.3　水平最小主応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の水平最小主応力と最小側圧比
の深さの関係を，第 5.27 図に示す．この図に示される
ように，水平最小主応力値に対して岩級による相違は
認めらない．
　最小側圧比は，「CH超」では 1.5～0.3，「CH以下」で
は 1.6～0.1 である．
　参考までに，水平最小主応力に対して，被り深さｈ
との関係を原点を通る直線で近似すると，次のように
なる．
　σHmin（CH超）　= 0.0141 h （相関係数：0.361）（点線）
　σHmin（CH以下）= 0.0162 h （相関係数：0.700）（一点鎖線）

5.7.4　水平平均応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の水平平均応力と平均側圧比の
深さの関係を，第 5.28 図に示す．この図に示されるよ
うに，被り深さ 600m以浅では，岩級区分「CH超」で
の水平平均応力と平均側圧比は，同じ被り深さの「CH

以下」でのそれぞれより大きい傾向がある．これは，
第 5.26 図に示されるように，水平最大主応力の大きさ
に同様の傾向が見られたことによる．
　参考までに，水平平均応力に対して，被り深さｈと
の関係を原点を通る直線で近似すると，次のようにな
る．
　σHave（CH超）　= 0.0224 h （相関係数：0.372）（点線）
　σHave（CH以下）= 0.0221 h （相関係数：0.645）（一点鎖線）

第 5.25 図　鉛直応力 σVと被り深さ hの関係（岩級区分）

第 5.26 図　水平最大主応力 σHmax（左），最大側圧比 σHmax/σV（右）と被り深さ hの関係（岩級区分）
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5.7.5　三次元最大主応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の三次元最大主応力とその傾斜
角の深さの関係を，第 5.29 図に示す．この図に示され
るように，被り深さ 600m以浅では，岩級区分「CH超」
での三次元最大主応力は，同じ被り深さの「CH以下」
でのそれより大きい傾向がある．また，三次元最大主
応力の傾斜角には，岩級による相違は認めらない．
　参考までに，三次元最大主応力に対して，被り深さ
ｈとの関係を原点を通る直線で近似すると，次のよう

になる．
　σ1（CH超）　= 0.0372 h （相関係数：0.617）（点線）
　σ1（CH以下）= 0.0302 h （相関係数：0.614）（一点鎖線）

5.7.6　三次元中間主応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の三次元中間主応力とその傾斜
角の深さの関係を，第 5.30 図に示す．この図に示され
るように，被り深さ 600m以浅では，三次元中間主応
力について，岩級による相違は認めらない．また，三

第 5.27 図　水平最小主応力 σHmin（左），最小側圧比 σHmin/σV（右）と被り深さ hの関係（岩級区分）

第 5.28 図　水平平均応力 σHave（左），平均側圧比 σHave/σV（右）と被り深さ hの関係（岩級区分）



－ 435 －

応力解放法により測定された100m以深の地下深部岩盤の初期地圧状態（長ほか）

次元中間主応力の傾斜角にも，岩級による相違は認め
らない．
　参考までに，三次元中間主応力に対して，被り深さ
ｈとの関係を原点を通る直線で近似すると，次のよう
になる．
　σ2（CH超）　= 0.0212 h （相関係数：0.725）（点線）
　σ2（CH以下）= 0.0219 h （相関係数：0.726）（一点鎖線）

5.7.7　三次元最小主応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の三次元最小主応力とその傾斜
角の深さの関係を，第 5.31 図に示す．この図に示され
るように，被り深さ 600m以浅では，三次元最小主応
力について，岩級による相違は認めらない．また，三
次元最小主応力の傾斜角にも，岩級による相違は認め
らない．
　参考までに，三次元最小主応力に対して，被り深さ
ｈとの関係を原点を通る直線で近似すると，次のよう

第 5.29 図　三次元最大主応力 σ1（左），傾斜角（右）と被り深さ hの関係（岩級区分）

第 5.30 図　三次元中間主応力 σ2（左），傾斜角（右）と被り深さ hの関係（岩級区分）
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になる．
　σ3（CH超）　= 0.0102 h （相関係数：0.041）（点線）
　σ3（CH以下）= 0.0133 h （相関係数：0.792）（一点鎖線）

5.7.8　三次元平均主応力と岩級の関係
　岩級で区分した場合の三次元平均主応力の深さの関
係を，第 5.32 図に示す．この図に示されるように，被
り深さ 600m以浅では，岩級区分「CH超」での三次元

平均主応力に対して，同じ被り深さの「CH以下」での
それより大きい傾向がある．これは，第 5.29 図に示さ
れるように，三次元最大主応力に同様の傾向が見られ
たことによる．
　参考までに，三次元平均主応力に対して，被り深さ
ｈとの関係を原点を通る直線で近似すると，次のよう
になる．
　σ0（CH超）　= 0.0229 h （相関係数：0.610）（点線）
　σ0（CH以下）= 0.0218 h （相関係数：0.776）（一点鎖線）

6. 初期地圧に及ぼす各種要因について

　初期地圧が発生する要因として，重力による自重・
造構運動・地質形成時に生じた内部応力（残留応力）
などが考えられる．そして，地形や地質構造等の影響
を受けて地中で複雑に分布している．
　本章では，初期地圧の発生要因を検討するため，岩
盤の初期地圧に及ぼす各種要因について考察する．最
初に，初期地圧の分類とその要因について概観し，次
に既往の文献を基に「地形の影響」，「岩盤の不均質性
の影響」，「岩盤の硬さの影響」，「地殻応力の影響」に
ついて具体的に紹介する．

6.1　岩盤の初期地圧に及ぼす各種要因
　初期地圧とは岩盤内に存在する自然の応力状態を意
味しており，坑道掘削などによる人的行為周辺での応
力擾乱（二次地圧）と分けて定義される．ここでは初
期地圧が生じるための各種要因について考察する．一
般的には，岩盤内の初期地圧は地質学的変遷の過程に

第 5.31 図　三次元最小主応力 σ3（左），傾斜角（右）と被り深さ hの関係（岩級区分）

第 5.32 図 三次元平均主応力 σ0 と被り深さ hの関係（岩級
区分）



－ 437 －

応力解放法により測定された100m以深の地下深部岩盤の初期地圧状態（長ほか）

おいて形成された応力として理解されている．初期地
圧が生じる一般的要因としては，これまでも数人の研
究者がいくつかの提案をしている．Voight（1966）は
重力による応力と造構応力に分類し，Obert（1968）は
重力による応力と造構応力からなる外部応力と残留応
力からなる内部応力に分類している．Fairhust（1968）
は外部応力を地域的な応力と呼んでいる．最近では，
Amadei and Stephansson（1997）は岩盤応力の分類とそ
の要因について第 6.1 図に示すように整理している．
　第 6.1 図では，まず，岩盤応力は原位置応力（初期
地圧）と人的行為周辺での応力擾乱（二次地圧）とに
分類される．次に，初期地圧は重力による応力，造構
応力，残留応力，地球特有の応力の 4つに分類される．
それぞれの応力は次のように説明される．
・重力による応力：地形の影響による応力も含む．
・造構応力：以下の 2項目に分類される．
　－活 構造的応力 ;プレート運動に伴って生じる広域

応力，あるいは褶曲，アイソスタティック運動，
リソスフェアーの変形，火山活動やヒートフロー

等による地域的な応力．
　－残 留構造的応力；残留応力と同様であるが，褶曲

や断層運動のような構造運動に起因する応力．
・ 残留応力：続成作用，交代作用，変成作用，マグマ
の冷却，間隙圧の増加等による応力
・ 地球特有の応力：季節的温度変化，地球潮汐，コリ
オリ力等による応力
　以上のように，初期地圧が生じるための各種要因は
数多くあげられるが，これらの中でも重力による応力
と造構応力が最も大きな影響を及ぼしているものと思
われる．また，初期地圧の測定結果には，測定位置の
近傍における岩盤の不均質性の影響も無視できない．
以下に，実際の測定例でみられるいくつかの影響要因
について述べる．

6.2　地形の影響
　初期地圧の発生要因の一つは，被り深さに対応した
岩盤の自重である．自重荷重のみを与えた場合の応力
場の数値計算結果では，上層部での最大主応力の方向

第 6.1 図　岩盤応力の分類とその要因（Amadei and Stephansson, 1992）
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が地形斜面の傾斜方向に傾くと報告されている（中島；
1982）．
　第 6.2 図は，Kanagawa et al. （1986）の Fig.7 に示さ
れている地形効果が大きかった測定例である．図には，
三次元最大主応力方向の地形断面と測定結果が示され
ている．三次元最大主応力は，地形斜面に沿った方向
に生じている．
　この測定位置の岩石は黒色片岩であり，岩石の密度
は 2.5kN/m3 である．測定位置の標高は 580mで，被り
深さは 270mである．応力測定は埋設ひずみ法により
行われた．測定された鉛直応力は 7.2MPaであり，こ
の大きさは岩盤密度に被り深さ 270mを乗じた被り圧
6.9MPaとほぼ一致している．最大主応力の大きさは
11.1MPaで鉛直応力より大きく，その傾斜は38°である．
そのため，測定地点の応力状態は地形効果を大きく受
けていると評価されている．
　第 6.3 図に，平木鉱山で 1978 年 12 月に行われた孔
底ひずみ法（8素子ゲージ法）での測定結果と地形断
面を示す．初期地圧測定は，地表面下 108mの坑道に

おいて水平に直交する 2本のボーリング孔を用いて行
われた．三次元最大主応力軸は水平面から約 50°傾き，
地表斜面に平行である．
　平木鉱山では，1989 年 4 月に，地表より斜下方傾斜
55 度の 2 方向のボーリング孔各 30mと鉛直ボーリン
グ孔を用いて，水圧破砕法による三次元応力測定が行
われた（田中ほか，1990）．この測定地点は，1978 年
12 月の測定地点から水平距離で 120m離れている．第
6.4 図に，田中ほか（1990）の Table 1.と Fig. 3.に示
された 1978 年 12 月と 1989 年 4 月の測定結果を示す．
田中ほか（1990）は，両測定結果を比較し，次のよう
に述べている．
　「（被り深さ 108mでの）応力解放法の結果は，鉛直
応力がやや大きく，最大応力軸が傾斜 48°で北西に傾
いていて，地形の影響を受けていると考えられる．水
圧破砕法による結果は平均深度 16m付近の値であり，
やはり鉛直応力は被り圧よりやや大きな値が得られて
いるが，最小主応力は鉛直に近く，最大主応力軸は北
西－南東である．すなわち，（被り深さ 108mでの）応

第 6.3 図　地形効果を受けた測定事例．平木鉱山での 1978 年 12 月の測定結果（田中・斎藤，1980）

第 6.2 図　地形効果を受けた測定事例（Kanagawa et al., 1986）
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力解放法による測定結果は，中間主応力軸を軸として
23°回転させて水平に近づけると，両者の三次元応力軸
はよく一致する．つまり，（被り深さ 108mでの）応力
解放法の結果は地形影響のために地表斜面に沿うよう
な応力が大きくなったと考えられるが，水平面内主応
力方向は 5°の差で一致する．」（括弧内は筆者が加筆．）

6.3　岩盤の不均質性の影響
　岩盤の地質的な不均質性が岩盤内の初期地圧に影響
するとの報告がいくつか見られる．ここでは 3つの文
献を引用しながら，岩盤の不均質性の影響について述
べる．

6.3.1　 岐阜県北部山岳地帯における測定例（岩種：流
紋岩）

 標記の山岳地帯における大規模地下空洞建設予定地の
調査横坑内で，初期地圧の測定がなされた．測定位置
の岩盤は流紋岩で，測定位置の被り深さが 335m，標
高は 460mである．初期地圧測定は，埋設ひずみ法（5
成分型埋設ひずみ計使用）と孔底ひずみ法（平面）の
2種類で実施している．
 第 6.5 図に示す文献での Fig.4 に，測定位置周辺の岩
盤等級の分布と両測定法の測定位置が示されている．
この図に示されるように，この測定位置近傍の岩盤は
不均質である．No.1，No.3 および No.5 のボーリング

孔で埋設ひずみ法，No.2 と No.4 のボーリング孔で孔
底ひずみ法が実施されている．また，図中には埋設ひ
ずみ法の測定位置にそれぞれ E’（ひずみ感度係数）の
値が記入されている．この E’（ひずみ感度係数）は，
現地でオーバーコアリングされたひずみ計が埋設され
たままのコアを用いて静水圧三軸試験を行い，静水圧
に対するひずみ計出力の関係を示した係数である．中
空岩石コア内部にセメントと埋設ゲージを含んでいる
ため，岩盤の剛性そのものではないが，測定箇所の岩
盤の剛性も反映されている．
　第 6.6 図の Table 2.に埋設ひずみ法における解析
Case1～3，すなわち No.1 孔の測定データの平均値，
No.1 孔と No.3 孔の測定データの平均値，および No.1
孔，No.3 孔，No.5 孔の全測定データの平均値が示され
ている．また，Fig.6 にその結果が図示されている．第
6.6 図に示した Table 2 と Fig.6 で明らかなように，岩
盤の剛性が大きくなるほど初期地圧も大きくなってい
ることから，不均質な岩盤内の応力分布は一様ではな
く，軟らかい岩盤部よりも堅硬な岩盤部でより大きな
圧縮応力が生じていると報告されている．
　さらに，文献では埋設ひずみ法と孔底ひずみ法の
測定結果の相違についても言及している．第 6.7 図の
Table 1 および Fig.5 に測定結果が比較されており，主
応力方向は両者ともに良い一致を示している．しかし，
主応力の大きさについては差がみられ，その原因とし

第 6.4 図　平木鉱山での 1978 年 12 月と 1989 年 4 月の測定結果（田中ほか，1990）
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て測定手法の相違，ひずみ感度係数の決定法の相違，
測定位置の違いによる応力値自体の相違など，種々の
要因が考えられるとしている．

6.3.2　 青函トンネル先進導坑内における測定例（岩種：
凝灰岩）

　標記の先進導坑において，孔底法と AE法による応
力測定が行われている．金川ほか（1977）の表－ 7に
示された X方向（N30ºWの水平方向）の岩質別推定地
圧として両測定法の結果を，第6.8図に示す．ここでは，
測定位置の岩石の観察により，比較的軟らかいと思わ
れる「岩質 I」と比較的硬いと思われる「岩質 II」に測
定結果を区分けしてヒストグラムで示している．その
結果，孔底法と AE法では X方向の応力成分の絶対値

としては差が認められるが，ともに比較的硬いと思わ
れる「岩質 II」において大きな値を示したと報告され
ている．

6.3.3　 四国地方の横坑内における測定例（岩種：花崗
岩）

　標記の被り深さ約 70mの横坑内で実施された埋設
ひずみ法と AE法の測定結果が Kanagawa et al.（1983）
の Fig.6 に示されており，この図を第 6.9 図に示す．同
図では，横軸がボーリング深さ（横坑壁面から水平方
向）で，縦軸がボーリング孔軸方向の水平応力を埋設
ひずみ法とAE法で測定した結果である．岩盤内部ほど，
応力が大きな値になっている．また，ボーリングコア
を用いて深さ方向に測定した P波速度の値も岩盤内部

第 6.5 図　岩盤の不均質性の影響事例 1：測定位置周辺の岩盤状況（石田・金川，1987）

第 6.6 図　岩盤の不均質性の影響事例 1：測定結果（石田・金川，1987）
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ほど大きくなっている． P波速度は岩盤剛性と正の相関
があるので，P波速度が速いほど堅硬な岩盤と言える．
このことから，岩盤内応力は，岩盤の剛性が大きいと
ころほど，大きな応力を分担していると報告されてい
る．

6.4　岩盤の硬さの影響
　岩盤の硬さや亀裂の有無が岩盤内の初期地圧に影響
するとの報告がある．ここでは 1つの文献を引用しな
がら，岩盤の硬さなどの影響について述べる．

6.4.1　 中部地方山岳地帯における 2地点の測定例（岩
種：流紋岩，花崗岩）

　標記は，直線距離でおおよそ 5km離れた 2地点の山
岳地帯における大規模地下発電所建設予定地の調査横
坑内で，岩盤応力の測定がなされたものである．これ
らの測定地点は，Site Iと Site IIとされている．
　Ishiguro et al.（1997）の Figure 1.および Figure 2.に
両 Siteの位置と地質が，Table 1.に両 Siteの Joint Space
（cm），RQD（%），Yong’s modulusのデータが示されて
おり，これらを第 6.10 図に示す．Site Iの地質は流紋
岩であり，被り深さは 340mである．Site IIは花崗岩で
あり，被り深さは 550mである．両 Siteの Joint Space
（cm），RQD（%），Yong’s modulusのデータを比較すると，
原位置岩盤は明らかに Site Iより Site IIの方が硬質で亀
裂の少ない岩盤であることがわかる．
　初期地圧測定は，Site Iでは埋設ひずみ法（BDM）と
孔底ひずみ法（平面，MDM）の 2手法が，Site IIでは
埋設ひずみ法，孔底ひずみ法（円錐，CBT），水圧破砕
法（HFM）の 3手法が，それぞれ実施されている．文

第 6.7 図　岩盤の不均質性の影響事例 1：埋設ひずみ法と孔底ひずみ法の測定結果（石田・金川，1987）

第 6.8 図　岩盤の不均質性の影響事例 2（金川ほか，1977）

第 6.9 図 岩盤の不均質性の影響事例 3（Kanagawa. et 
al., 1983）
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献 1）の Figure 3.および Figure 4.に測定位置が示され
ており，これらを第 6.11 図に示す．Site Iでは 1箇所
で 2手法を用いて測定が実施されている．Site IIでは，
Point A～Dの 4箇所において，Point Aでは CBT法で，
Point Bでは BDM法と CBT法，Point Cでは BDM法と
CBT法と HFM法， Point Dでは HFM法の 1手法によ
り測定が実施されている．
　Ishiguro et al.（1997）の Table 2.（Site I）および
Table 3.（Site II）に各手法の解析結果が，Figure 5. （Site I）
および Figure 6. （Site II）には主応力の方向がステレオ
ネット（下半球）で示されており，これらを第 6.12 図
に示す．三次元最大主応力の方向は，Siteや測定手法
に関わらず，ほぼ同一方向であった．その方向は，太
平洋プレートが日本に作用している方向や，三角測量
で求めた地殻変動方向と整合していると述べられてい
る．
　Site Iと Site IIの応力値を比較すると，被り深さの相
違（210m）を考慮しても，前者より後者の方がどの測
定法においても大きな値を示している．この原因とし
て岩盤の硬さの相違によって岩盤が受け持つ応力が異
なると報告されている．

6.5　地殻応力の影響
　地震予知研究の分野では，地震前後での地殻応力の
変化の有無を測定する試みが行われている．この分野

では，初期地圧を地殻応力と呼んでいる．この節では，
兵庫県の平木鉱山で行われた一連の地殻応力測定結果
を紹介する．
　平木鉱山はカオリン質ろう石鉱山で，周辺地質は白
亜紀後期流紋岩である．平木鉱山は，1995 年に発生し
た兵庫県南部地震（M7.2）の震央から約 40km北に位
置する．平木鉱山では 1978 年から 1992 年にかけて，
第 6.13 図に示す 5回の応力測定が行われている（田中
（1993）の Table 1）．
　主応力の大きさは被り深さにより異なるため，その
ままでは比較できないので，田中（1993）は，水平平
均応力に対する水平最大せん断応力の比μmを用いて，
応力の時間変化を検討している．第 6.14 図に，田中
（1993）の Fig. 4. を示す．この図には，平木鉱山での 5
回の応力測定で得られた水平最大主応力の方位とμm
の値が黒丸で示されている．この図に示された結果よ
り，田中（1993）は，「時間変化をみると，μmの値
は 1978 年の 0.16 から 1992 年の 0.53 まで徐々に増加
しているように見える．これは地震発生の危険度が高
まっていることを示す．」と述べている．
　1995 年 1 月に，平木鉱山から南に約 40kmの位置を
震央として，M7.2 の兵庫県南部地震が発生した．防
災科学技術研究所は，地震後の平木鉱山での地殻応力
状態の変化を追跡するために，1995 年 3 月に水圧破砕
法による三次元応力測定を行った．この測定には 1992

第 6.10 図　岩盤の硬さや亀裂の有無の影響例：岩盤状況（Ishiguro et al., 1997）
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年 12 月と同じボーリング孔 3 本が使われた（池田，
1996）．第 6.15 図は，Ikeda et al. （1996）の Fig. 2.と
Fig.3.に示された 1992 年の測定結果と 1995 年の測定
結果である．Ikeda et al. （1996）は，「兵庫県南部地震
の前後で，最大主応力の大きさは低下し，中間主応力
と最小主応力の大きさが増加している．言い換えると，
最大主応力と最小主応力の差は，4.6MPaから 2.8MPa
に減少し，中間主応力と最小主応力の軸は入れ替わっ
ている．水平最大主応力の方位は反時計回りに 36°回
転している．」と述べている．
　第 6.16 図，Ikeda et al. （1996）の Fig. 6.に示された
水平最大応力の方位とμmの時間変化である．Ikeda et 

al. （ 1996）は，「兵庫県南部地震のあとでは，μm＝ 0.2
まで下がっており，過去 10 年ほど増大する傾向になっ
たせん断応力がそれ以前の応力値レベルに戻った．」と
述べている．

7. まとめ

　初期地圧は，地下岩盤開発における地下構造物の建
設・維持の安全性に必要な情報として，また理学的な
面から地震に関連した地殻応力という観点で，これま
で測定されてきた．測定方法にも種々の方法が開発，
改良され現場に適用されてきた．その測定は決して安

第 6.11 図　岩盤の硬さや亀裂の有無の影響例：岩盤状況（Ishiguro et al., 1997）
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価なものではなく，これまでの測定結果は非常に貴重
なデータと言える．過去の測定データを収集整理し，
我が国の初期地圧状態について議論した論文もいくつ
か見られる．これら論文は，第 2章に紹介した．しか
し，それらの論文では限られた初期応力値のみの公表，
特定サイトのみのデータ公表，出典が公表されていな

いデータの使用などが多く，データベース的な視点で
収集整理された文献は非常に少ない．
　そこで，本論文では，過去に公表された初期地圧測
定結果について文献調査・収集を行い，初期地圧状態
の考察において必要と思われる項目（例えば，被り深さ，
測定位置の岩盤状況など）を整理し，公表されたデー

第 6.12 図　岩盤の硬さや亀裂の有無の影響例：測定結果（Ishiguro et al., 1997）

第 6.13 図　平木鉱山での地殻応力測定（田中，1993）
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タから可能な限り測定位置の初期地圧状態が理解でき
るように，三次元主応力とそれらの方向余弦や 6応力
成分を計算し，データベースとしての視点のもとに一
覧表形式で表示した．なお，収集整理した初期地圧デー
タはデータの信頼性の観点から応力解放法により得ら
れたデータのみを使用した．

　整理されたデータを用いて，従来指摘されてきた初
期地圧状態の傾向，特徴について 5章で分析・考察す
るとともに，6章において，初期地圧に及ぼす各種要
因の影響を例示した．我が国における地下岩盤内の初
期地圧状態の特徴については，過去に公表されたデー
タを集約したデータを用いて分析を行っているので，

第 6.14 図　平木鉱山での水平平均応力に対する水平最大せん断応力の比μmの時間変化（田中，1993）
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第 6.15 図　平木鉱山での 1995 年兵庫県南部地震前後での地殻応力測定結果．
　 左：1992 年 12 月，右：1995 年 3 月（Ikeda et al., 1996）
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結果は必然的に既報と同様の傾向を示している．本報
告においては，岩種，岩級を明示して分析結果を示し
ているところに特徴がある．それらの傾向については，
5章の各節毎に記述しているので関連の節を参照され
たい．
　今後は，定期的に公表された初期地圧に関する文献
を収集し，本論文で整理した項目に基づいて，統一的
な初期地圧データの整備を継続していく予定である．
一方で，初期地圧データベースとしてデータ検索，閲
覧等についても検討を進める予定である．

謝辞：初期地圧測定データの収録を許可された測定実
施機関各位に感謝致します．
本文中の一部の図において，GMT（Generic Mapping 
Tools）を使用して作図しました．ここに謝意を表しま
す．
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